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議題：山口県地域防災計画の修正 

（１）山口県業務継続計画（ＢＣＰ）の改定に伴う修正 

１ 趣旨 

国の手引きの改定（R5.5 改定）を踏まえ、令和６年３月に「山口県業務継続

計画〔大規模災害対応編〕」※を下記のとおり改定。 

※業務継続計画：大規模な地震災害等が発生し、県庁が被災した場合でも、発 

災直後から災害に伴う応急業務や優先度の高い通常業務を適

切に実施するための計画 

２ 山口県業務継続計画（ＢＣＰ）の主な改定内容 

（１） 地域防災計画等との連動性を追加 

     地域防災計画、受援計画、各種マニュアルとの関係性 

（２） 男女共同参画を踏まえた計画策定等の重要性を追加 

     検討体制への女性参画や多様な立場に配慮した災害対応 

（３） 業務継続計画の発動と解除の基準※や継続的改善の重要性を追加 

  ・ 業務継続の発動・解除基準を定め、発動宣言後の参集職員への周知 

   ・ 引継ぎの重要性、幹部職員の防災知識の習得、幹部職員の主導的関与 

   ※業務継続計画の発動・解除基準は以下のとおり設定 

    ○発動基準 

     ・地域防災計画における緊急非常体制※となったとき 

     ・県内の被害規模や対応状況から、災害対策本部長が必要と認めたとき 

      ※緊急非常体制 

       地震においては震度６強以上、風水害においては県下全域にわたる

災害が発生し、又は局地的災害であっても災害が特に甚大であるとき

又は大規模の災害発生を免れないと予想されるときで、全組織を挙げ

て災害対応が必要なとき 

    ○解除基準 

     ・災害対策本部長が、本計画の発動の必要がなくなったと判断したとき 

      （ただし、本計画の解除後も、災害復旧に関する業務を優先しながら通 

常業務を行う） 

 

 

 

 

015036
テキストボックス
１



 

３ 山口県地域防災計画の修正内容 

  山口県業務継続計画（ＢＣＰ）の改定に伴い、山口県地域防災計画を以下のと

おり修正を行う。 

 

 ＜修正内容（下線部を追記）＞  

 ○県は、大規模災害が発生し、県庁が被災した場合でも、発災直後からの災害対応業務

や優先度の高い通常業務を適切に実施できるよう、県防災計画と連動した業務継続計

画（ＢＣＰ）や、受援計画・応援計画を策定する。 

 ○（災害対策本部の設置基準表中の「緊急非常体制」欄） 

 体制の時期の基準 種別 体制の内容 

県下全域にわたる災害が発生し、又

は局地的災害であっても被害が特に甚

大であるとき又は大規模の災害発生を

免れないと予想されるときで、県の全

組織を挙げて災害対応が必要なとき。 

※速やかに業務継続計画を発動する。 

緊急非常体制 １ 同要綱の緊急非常体制の配備に

よる体制 

２ 県の総力をあげて災害対策に取

り組む体制 

３ 全職員による体制   
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議題：山口県地域防災計画の修正 
（２）医療法等の改正に伴う修正   

１ 趣旨 

これまで、法的な位置づけがなく、また、自然災害のみの活動であった   

災害支援ナースが、医療法等の改正に伴い「災害・感染症医療業務従事者」※

として位置づけられたことにより修正を行う。 
 

※ 災害・感染症医療業務従事者 

ＤＭＡＴ等と同様、厚生労働省が感染症にも対応した災害支援ナースの養成を実施 

し、県と災害支援ナースの所属する医療機関の間で協定を締結することにより、災害・

感染症発生時の派遣が、災害救助法等の規定に基づき、業務として位置づけられる従事

者のこと。 

 

２ 山口県地域防災計画の主な修正内容 

  医療法に災害支援ナースが「災害・感染症医療業務従事者」に位置づけられ

たことにより以下の文言を追加  
   〇 災害支援ナースの所属する医療機関との協定  
〇 県看護協会を通じた災害支援ナース等の派遣の要請 

 
【参考：災害支援ナースの仕組みの主な変更点】 

項 目 以 前 現 在 

法令等の根拠 ― 
改正医療法等 
（令和６年４月施行） 

派 遣 の 対 象 自然災害 自然災害・新興感染症 

養 成 ・ 登 録 
養成：都道府県看護協会・日本看護

協会 
登録：都道府県看護協会 

国 

派 遣 形 態 
個人により異なる 
・休暇を取得 
・業務（出張）扱い 等 

原則として派遣元の医療機関の職
員※として看護業務に従事する 
（業務扱い） 

派 遣 要 請 各県共通の派遣要請ルートはなし 
都道府県の派遣要請に基づく 
（県内調整で対応できない場合は
国が全国応援派遣調整を実施） 

経 費 

近隣支援・広域支援の場合は、交通
費・宿泊費の実費及び日当を日本
看護協会が負担（それ以外は都道
府県看護協会が負担） 

公的に負担 
（協定に基づく災害・感染症医療
業務従事者又は医療隊の派遣に要
する費用は、都道府県が支弁する） 

※ 病院又は診療所以外に勤務する看護職や潜在看護職も都道府県の調整により応援派遣することが可能 

※ 図は、日本看護協会資料を参考に作成 
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【報告】 
（１）各種訓練の実施について 

１ 総合防災訓練（５月 26日（日）） 

（１）目的 

   ・災害時における対応の手順等の確認・習熟 

   ・住民主体の訓練による自助・共助の推進 

   ・防災関係機関の連携強化 

   ・防災意識の高揚に向けた普及啓発 

（２）訓練内容 

      図上訓練（災害対策本部設置・運営訓練）、住民避難訓練（住民避難・避難所設営

運営訓練）、実動訓練（陸上・海上での救助・救出訓練）、展示・体験訓練（関係機

関の防災に関する取組を紹介） 

（３）会場 

     下関市 

・長府会場（下関アクティブセンター、長府扇町第１運動場） 

・岬之町会場（岬之町にぎわいエリア） 

山口県庁 

２ 原子力防災訓練（開催時期調整中） 

（１）目的 

    伊方発電所の原子力災害時における国、地方公共団体、原子力事業者等関係機関

相互の協力体制の強化 

（２）訓練内容 

   緊急時通信連絡訓練、住民情報伝達・避難訓練、オフサイトセンター運営訓練等 

（３）会場 

    上関町、山口県庁 

３ 救援物資配送訓練（開催時期調整中） 

（１）目的 

   物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、物資の要請から避難所への配送ま

で一連の実動訓練を民間事業者等と連携して実施 

（２）訓練内容 

   各種協定を活用した物資調達・配送、物資システムを利用した要請状況把握や物

資管理等 

（３）会場 

   調整中 

４ その他の訓練 

   シェイクアウト訓練、南海トラフ地震情報伝達訓練、Ｌアラート全国合同訓練 等 
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【報告】 
（２）国土強靭化地域計画の進捗状況等について 

国土強靭化について、県・市町・関係機関等が連携・協力し、一体となっ

て取り組んだ結果、概ね重要業績評価指標の向上が図られている。【資料１】 

全指標の目標達成に向けて、今後ともハード・ソフト両面から取組を実施

する。 

１ 取組状況 
計画期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間としている。令和５年度末に

おいて、３３の指標が目標値を達成 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況】 

説明 ＫＰＩ 

目標を達成 ３３ 

計画時から指標値が上昇 １５ 

計画時から指標値が横ばい  ９ 

合 計 ５７ 

２ 令和６年度の主な取組 

分野 

№ 
施策分野 

令和６年度当初予算 

事業（主なもの） 予算額(百万円) 

１ 
行政機能／警察・消
防／防災教育等 

・消防防災ヘリコプター運営事業 
・交通事故防止施設総合整備事業 

５４７ 

２ 住宅・都市／環境 
・水道施設整備促進事業 
・大気汚染常時監視事業 

４，２６９ 

３ 保健医療・福祉 ・障害者福祉施設整備費補助事業 ２０５ 

４ 産業・エネルギー 
・省・創・蓄エネの導入促進事業 
・厚東川２期ルートバイパス管布設事業 

６６６ 

５ 情報・通信 ・山口県防災行政無線再整備事業 ２，１１１ 

６ 交通・物流 ・公共事業（道路・港湾） ２６,７０３ 

７ 農林水産 
・県営老朽ため池整備事業 
・経営体育成基盤整備事業 

８,４２２ 

８ 国土保全・土地利用 
・公共事業（河川・海岸・総合開発・砂防） 
・治山事業 

１５,４９１ 

９ 
リスクコミュニケ
ーション 

・地域防災力充実強化事業 ８ 

１０ 人材育成 
・建設産業活性化推進事業 
・建設産業就労環境改善支援事業 

３３ 

１１ 官民連携 ・災害時福祉支援体制整備事業 １０ 

１２ 老朽化対策 ・老朽化対策※他分野で実施する事業と重複 － 

３ 計画の見直しについて 

  令和５年７月に国の国土強靭化基本計画が見直されたことに伴い、今年度、国土強靭

化地域計画専門部会を設置し、計画の見直しを行う。  

015036
テキストボックス
５



 

【報告】 
（３）能登半島地震における課題検証及び防災･減災対策の検討について 

１ 概要 

  有識者による検討委員会を設置し、能登半島地震における課題の検証を通じて

本県の防災・減災対策の検討を行うとともに、地震・津波被害想定の見直しを実

施。 

２ 山口県地震・津波防災対策検討委員会（R6.4.1設置） 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※検討委員会のスケジュール（R6） 
  ●R6.4.22 第１回検討委員会 
        ・能登半島地震の被害状況報告、課題の整理 
   ＜県・市町における課題の検証・対策の検討＞ 
  ●R6.夏以降 第２回開催（計４回程度開催予定） 
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３ 防災・減災対策の検討 

 ・石川県・国等による検証や被災県へ派遣した県・市町職員の意見等を踏まえ、

課題を抽出し、県及び各市町において検討を実施。 

 ・検討委員会において、「課題」「対策の方向性」等について様々な意見いただく

とともに、防災・減災対策の検証・検討結果のとりまとめを実施。 

  ※その他、検討委員会の意見を踏まえ、見直しが可能な対策から早急に着手。 

 ・検討結果を踏まえ、地域防災計画の修正を実施。 

 ＜参考：令和６年度の取組（防災意識の高揚）＞ 

  災害への備えが進むよう、県民一人ひとりの防災知識の普及啓発を強化 

  ●防災体験ＶＲの整備【R6 新規】 

   地震・津波・水害等を疑似体験できるＶＲ機器を県において整備し、市町

や自主防災組織に貸し出し、防災普及啓発に活用いただく 

  ●普及啓発動画の作成【R6 新規】 

   率先避難などの防災対策を視覚的に認識できるよう、普及啓発動画を作成

し、行政の研修や自主防災アドバイザーの活動において活用 

  ●防災シンポジウムの開催【R6 新規】 

   検討委員会での検証等を踏まえ、災害時に県民一人一人が適切な避難行動

を取れるよう、広く県民向けの講演会を開催 

 

４ 山口県地震・津波被害想定の見直しについて 

（１）山口県での地震・津波想定について（現状） 

 ○ 山口県地震被害想定調査報告書（H20.3） 

   県内 16の想定地震（県内活断層）の被害想定 

 ○ 山口県地震・津波被害想定調査報告書（H26.3） 

   南海トラフ巨大地震・周防灘断層群の被害想定 

 ○ 日本海で想定する地震・津波の被害想定（H27.11） 

   日本海側の地震津波被害想定 

（２）能登半島地震を踏まえた対応・今後のスケジュール 

 ○ 山口県で今後発生の可能性が最も高いとされ、かつ国において見直し

が行われている、南海トラフ巨大地震に係る被害想定から着手。 

 ○ 日本海地震及び県内活断層地震に係る被害想定については、想定され

る国の今後の動き（日本海海域を含めた活断層調査等）を注視しながら

実施。 

 ○ 上記見直し結果を踏まえ、本県の防災・減災対策の見直しを検討。 

 ○ 検討結果を踏まえ、地域防災計画の修正を実施。 
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 ＜被害想定のとりまとめ時期（想定）＞ 
  
  
  
  
 
 
 
 
 

 ○令和７年度中 

  ・南海トラフ巨大地震・周防灘断層群の被害想定 

   （山口県地震・津波被害想定調査報告書（H26.3）の見直し） 

 ○令和８年度中 

  ・県内 16の想定地震（県内活断層）の被害想定 

   （山口県地震被害想定調査報告書（H20.3）の見直し） 

  ・日本海側の地震津波被害想定 

   （日本海で想定する地震・津波の被害想定（H27.11）の見直し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・当初、今春に予定されていた国の南海トラフ巨大地震に係る被害想定

及び基本計画の見直しについて、能登半島地震を受けて延期された。 

・被害想定の見直しは国被害想定において取り入れられた最新の知見等

を用いて実施する必要があるため、国の見直しの状況により、スケジ

ュールが変更となる可能性がある。 
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山口県地震・津波防災対策検討委員会スケジュール 

時期 防災・減災対策の検討 地震・津波被害想定の見直し 

Ｒ 

６ 

年 

度 

R6.4.22 第１回検討委員会 

・能登半島地震被害状況報告 

・能登半島地震での課題の整理 
・見直し方針(ｽｹｼﾞｭｰﾙ)の決定 

 R6.4～7  ・課題に対する対策検討     ・業務委託契約手続き  

R6.7頃 第２回検討委員会 

・対策の方向性の説明・検討 ・進捗状況報告 

R6.11頃 第３回検討委員会 

・検証・検討結果のとりまとめ ・進捗状況報告 

 
R7.3頃 第４回検討委員会 

・能登半島地震の課題を踏まえた

取組説明 
・進捗状況報告 

Ｒ
７
年
度 

R7.5頃 県地域防災計画等の修正  

R7秋頃 
・南海トラフ被害想定中間報告を

踏まえた対策 

・南海トラフ被害想定 

 中間報告 

R7年度中 
・南海トラフ被害想定見直しを踏

まえた対策 
・南海トラフ被害想定 公表 

Ｒ
８
年
度 

R8.5頃 県地域防災計画等の修正 

R8年度中 
・日本海・県内活断層被害想定を

踏まえた対策 

・日本海被害想定 公表 

・県内活断層被害想定 公表 

Ｒ
９
年
度 

R9.5頃 県地域防災計画等の修正 

   
 

 ・当初、今春に予定されていた国の南海トラフ巨大地震に係る被害想定及

び基本計画の見直しについて、能登半島地震を受けて延期された。 

・被害想定の見直しは国被害想定において取り入れられた最新の知見等を

用いて実施する必要があるため、国の見直しの状況により、スケジュー

ルが変更となる可能性がある。 
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【報告】 
（４）総合防災情報システムの機能改修について 

１ 概要 

○ 確実かつ分かりやすい災害情報の発信を図るため、入力操作画面や「防災や

まぐち」の表示情報の改修を実施 

○ 令和５年度に改正した「災害時における行方不明者等の氏名等の公表方針」

を踏まえ、「防災やまぐち」で氏名等の公表を可能にする改修を実施 

 

２ 改修の詳細 

（１）避難指示配信時の入力操作画面改修 

避難指示情報の配信について、従来選択式だった配信媒体の入力画面を初

期状態で L アラートと「防災やまぐち」にチェックボックスにチェックが入

っているように改修し、情報の配信漏れを防止。 

（２）「防災やまぐち」の避難発令情報画面の改修 

    避難指示の発令、解除の履歴や各市町の避難者数の最大値を「防災やまぐ

ち」に表示。 

（３）「防災やまぐち」で安否不明者等の氏名等の公表を可能にする改修 

    各市町が「災害時における行方不明者等の氏名等の公表方針」に基づいて、

システムに入力した情報を県が承認の操作をすることで、「防災やまぐち」で

の公表を可能にするよう改修を実施。 
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